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１ はじめに

本論文は多国籍企業（Multinational Enterprise:

MNE）における統合・適応問題において，業務プ
ロセスに着目し，組織特性と関連づけたものであ
る。統合・適応問題とは，文化・制度・経済発展
状態が違う地理的に広がっている進出先での子会
社において，世界的統合で規模の経済を追求する
ことと，各進出先により適応するかのバランスを
どのように考えるかというものである。製品，能
力の配分などの旧来の研究に対し，本論文ではど
のように仕事を進めていくか，すなわち業務のプ
ロセスに焦点を当てる。
企業の国際展開（グローバル展開）における組
織構築の大枠は，統合と適応のバランスとして整
理されている（Bartlett and Ghoshal, 1998; ゲマ
ワット, 2009; Ghemawat, 2011: pp.269-261; 古沢,

2008: pp.9-35; 元橋, 2013: pp.25-51 など）。Ghe-

mawat（2011）は，組織構築上の主要なレバレッ
ジとし，三つの Aをあげている。それは統合によ
る規模の経済を狙いとする Aggregation，地域へ
の適応を意味する Adaptation，そして，生産資源
のコスト差を利用するという意味での Arbitration

である。三つの Aのうちの最初の二つ（Aggrega-

tionと Adaptation）のバランスが本論文の焦点で
ある1）。情報技術の発達により国境を超えた調整
がより容易になり，複雑な国境を超えサプライ
チェーンが構築されているが，統合・適応問題
は，現在でも企業の国際組織構築において中心的
な課題と言える2）。
本論文の執筆者は欧州系MNEであるフランス

のタイヤメーカーであるMichelin社（ミシュラ
ン）で人事制度と業務プロセスのグローバルな標
準の東アジア地域への導入を担当し，統合・適応
問題としての業務プロセスの標準化に興味を持っ
た。Michelinでは，業務の標準化を，専門の組織
を構築し，ビジネス・プロセスに基づいたアプ
ローチに従って展開している。また，世界的に統

一された人事制度の枠組みと密接に組み合わせて
いる。
ビジネス・プロセスに基づいたアプローチと
は，結果とプロセスとしばしば言われるように，
プロセスは結果を導き出す過程としてモデル化
し，管理・改善を試みる手法である。企業の活動
をプロセスとして捉える考え方は長い歴史を持ち
広く使われている。Armisteadと Rowland（1996）
に引用された Collins辞書では，「（a）製造やその
他活動において行われる連続した活動・処理，
（b）発展，（c）連続する自然のもしくは強制され
た変化（筆者訳）」とされている。ここには企業の
内部の全体もしくは部分を，活動，変化を起こす
過程と見る観点と，結果として改善が得られると
いう考えのエッセンスが含まれている。プロセス
的視点は活動のモデル化，何らかの測定，改善と
いう要素を含み，企業活動の全てに当てはまる一
般的な思考法となっている3）。プロセス思考の現
在までの発展を本論文では（1）概念的なモデル化
を手法として体系化していったもの。特にプロセ
スを元に経営を行おうという BPM（Business

Process Management：ビーピーエム）で代表され
るアプローチと（2）改善に主眼が置かれ，小集団
活動としてトヨタの「カイゼン」で代表されるア
プローチ，の二つを特に重要なものと捉え整理し
ていく。両者の大枠の共通点としては，プロセス
として業務を捉えること，モデル的にプロセスを
表現すること，数値化された性能目標，KPI（Key

Performance Indicator）を定め，PDCA（Plan Do

Check Act）のサイクルにより改善を行うことで
あり，BPMアプローチと日本企業の改善活動に
は当然のことながら共通点は多い。

Michelinの BPM手法は前者の手法の一例であ
り，会社全体を市場のニーズが満たされる過程と
しての一つのプロセスと認識し（第 0レベル），営
業・研究・生産などのメティエと呼ばれる分野ご
と下位プロセスに（第 1レベル），さらに下位プロ
セスが主要業務プロセスに分解され（第 2レベ
ル），その業務プロセスごとに BPO（Business

Process Owner）と呼ばれる責任者がおかれてい
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る。さらにその下の業務分割の最小単位のレベル
（第 3レベル）を対象に業務プロセスの標準が全
社的に設定されるという構造を持っていた。な
お，このレベル分類では，第 4レベルはアクティ
ビティ，第 5レベルはタスクと呼ばれる（日本
IBM, 2016）。BPM手法は，世界的統一による規
模の経済性，本社から見た管理のしやすさ，新し
い進出国での組織・業務の確立の効率性など，優
れた面も多い手法と筆者は捉えていた。なおこの
プロセスレベルはインタビュー結果を整理する際
にも用いる。
一方，日本企業においては，（1）の意味でのプ
ロセス・アプローチは欧米企業に比べて限定的と
言われているが（日本 BPM協会での 2015年 5

月におけるヒアリング），「カイゼン」という言葉
で代表されるトヨタウェイなど（2）の意味での品
質改善手法が展開されている企業も多い。トヨタ
ウェイについては人間尊重の側面や徹底的な改善
思想が哲学的なものと捉えられることもあるが，
戦後米国の品質管理手法から発展し完成された
「カイゼン」では，製造における中間在庫の変動，
無駄をなくすことを目標とし製造の各活動がモデ
ル化され上流と下流が定義されるなど，BPMの
方法論との共通点は明らかであり，欧米の BPM

手法も，日本的ウェイの中のカイゼン手法も，ビ
ジネス・プロセス的アプローチであると捉えられ
る4）。
本論文の着眼点は，欧米の BPM手法と「日本

的」ウェイを念頭に置いて，業務プロセスの標準
化について，内外企業の状況を，統合・適応問題
の枠組みで検討・整理することにある。主要な命
題としては「日本企業ではなぜ欧米的な全社的
BPMアプローチが取られないか」と設定し，それ
を構成する下記の研究上の設問を分析していく。
・グローバル標準化のアプローチはどのように
類型化できるか
・標準化のアプローチはどのような因子によっ
て影響されるか
・それぞれの類型と職務設計を含む組織設計は
どのように関連づけられるか

本報告では関連研究の分析を，次報告では事例
インタビュー結果の分析を報告する。

２ 関連分野の先行研究

2．1 業務プロセスの位置付け
企業が活動をする際の資源のうち，労働者の熟
練などは重要な要素であり，短期的には固定的で
ある。そのような労働者の熟練は，業務遂行能力
の最適化とも言い換えることができうるが，企業
はそのような最適化を目指し様々な試みをしてい
る。組織の構成要員が特定の状況に対し，組織の
全体の目的と整合的に逐一指示を与えることは一
つの方法であるが，情報伝達・指示に関わるコス
トと時間的遅れから，企業は構成員がより自律的
に判断・行動できる仕組みを導入しようとする。
このような仕組みには形式知としての手順を詳細
なマニュアルとして整備する方法から，ジョンソ
ン＆ジョンソンのクレドのように，特定の状況で
指針となる価値判断基準を確立する方法もある。
価値判断基準を利用する方法は，例えば古沢
（2008）などでは「規範的」標準とも呼ばれ，行動
様式を表現・示唆していることもあり，業務プロ
セスに影響を与えていることが予想される。
クリステンセン（2013: pp.69-71）は組織能力を
決める三つの要因として，経営資源・価値基準に
加えてプロセスを挙げている。ここでクリステン
センは「プロセスとは，経営資産を商品やサービ
スという一段高い価値に変容させるための，相互
作用，調整，コミュニケーション及び意思決定の
パターン（p.70）」であり，公式なものと非公式な
ものがあるとしている。本論文ではグローバル企
業において進出地域にかかわらず公式に適用され
るプロセスを，「業務プロセスのグローバルな標
準」と捉える5）。
これを統合・適応問題の観点から考えると，標
準により地域に関わらない統合的なアプローチ
と，地域ごとに熟練度に最適化する適応的アプ
ローチの間の選択と言える。統合を重視すると，
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同じソフト（仕組み）を繰り返し使えるという効
率，特に新しい地域での組織運営の確立のスピー
ド，本社からの全体の管理のしやすさのメリット
がある反面，過度の統合化は，地域事情に最適で
ないというデメリットがあり得る。
プロセスのモデル化・標準化を通して組織能力
を高める BPMの採用は少なくともヨーロッパの
大企業では拡大傾向にある（Armistead et al .,

1999）とされている。BPMは業務活動を化学反
応のように，変化をもたらす過程と捉え，会社は
全体として市場・顧客の要求に合わせた製品・
サービスを提供するプロセスと考える。1990年
代の最後に行われた欧州企業 100社に対する調査
では（Pritchard and Armistead, 1999），ほぼすべ
ての対象企業において，BPMアプローチが進行
していたとされている。プロセス志向アプローチ
はプロセスの可視化により，部分と全体の関係が
わかりやすくなり，全体最適を生む協力関係が得
られやすいとされている。IKEAの CEOとし
て，その在任期間中に世界の店舗数を倍増させた
ダルビッグ（2012）は，プロセス導入の最大の動
機は各部門間の関係が明示されることにより，各
部門が部分最適化に陥ることを防ぐとしてい
る6）。
日本企業においては，BPMは ERP（基幹シス
テム）導入時に業務プロセスを見直す BPR（Busi-

ness Process Restructuring）とならび広く知られ
た概念であり，日本 BPM協会のように情報技術
としての見方にとらわれず手法の啓蒙に努める動
きもあるが，一般的に情報技術の一種と捉えられ
ている。BPMについては，Michelinのように全
社的に展開している企業は日本には存在しないと
された（（社）日本 BPM協会でのヒアリング，
2015年 5月）。それは実際にその通りであろう
か？またそうであるなら，なぜであろうか？

2．2 ルーチンと組織能力
Nelson and Winter（1982）は，組織能力をルー

チンとして捉える考えを提示した。Winter and

Szulanski（2009）や IKEAに つ い て の Jonsson

and Foss（2011）の研究では，標準として確立さ
れたルーチンが組織内で世界的に展開されること
により，組織能力が複製（replication：レプリケー
ション）されるという概念を提示した。Burtaら
（2011）による IKEAのマーケティング戦略の研
究では，同じ戦略が，英国，中国でコピーされて
いることを挙げている。一方，Jonsson and Foss

（2011）は世界展開に際し，高位レベルの価値・プ
ロセスが統一されていながら，低位レベルの決定
事項が各地に委ねられているとし，その状態を，
「flexible replication：フレキシブル・レプリケー
ション」と呼び，統合・適応問題に対する一つの
解決法として示した。本論文では，「flexible rep-

lication」を業務プロセスの統合・適応問題に対す
る重要な解決概念として位置付ける。
椙山（2009）は特に「現地に形成される製品開
発の組織ルーチン」につき，自動車産業のものづ
くりを研究し，日本企業のトランスナショナル過
程における能力構築において適用し，適合と統合
が同時に進化論的に起きることが「ものづくり」
に関わる日本製造業の特徴だとしている。椙山
（2009）は自動車産業の製品開発において，日本企
業が日本中心の狭義のグローバル形態からトラン
スナショナル的に進化する過程について，Bartlett

and Ghoshal（1998）以降の統合・適応議論を受
け，自動車産業のようなMNEの場合，たとえ技
術開発の原理が統合的に進展しても，具体的な地
域の市場に適合していなくては，結果を生み出さ
ず，現地に適合した開発プロセスは，全社的なプ
ロセスを反映していなくては製品として展開でき
ないとし，統合と適応が，単純なトレードオフで
はなく相補的に進化しながら，組織の能力が構築
されると主張している。
塚田（2012）は野中ら（1996）の組織による知

識創造は暗黙知と形式知の知識変換を繰り返すス
パイラルであるという考えをもとに，組織能力の
地域的展開につき，その一つの実現としてのトヨ
タウェイを米国における販売店の営業プロセスに
展開するケースを取り上げた。塚田は暗黙知の伝
搬には 4つのコンテナがあるとし，トヨタウェイ
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のフォーカスはその三つ目がビジネス・プラク
ティスとプロセスであると整理した（p.45）。ト
ヨタウェイの展開を，そのようなビジネス・プラ
クティスを通した暗黙知をシェアする仕組みとみ
て，米国トヨタ販売店での効果を営業分野につい
て研究した。コンテクスト性が強い日本発の考え
が，製造と異なり，より暗黙知の要素が強い営業
分野での展開では，知識変換のサイクルが違うと
も指摘している。トヨタウェイを全世界に展開す
る組織としてはカリフォルニアに設置された
GKC（グローバルナレッジ・センター）での塚田
のヒアリングに対する概ねのコンセンサスは，理
念としてのトヨタウェイは共通とするものの，営
業の実際のプロセスについては，各国のベストプ
ラクティスを知識として交流させるべきで，世界
標準は必ずしも適策でないと言うものである。
椙山（2009）はその研究の限界として，自動車
産業という特定の産業において研究したことを挙
げているが，統合・適応のバランスは，産業によ
り異なることは多く指摘されている（Prahalad

and Doz, 1987）。業務プロセスの標準化を統合・
適応問題の観点から考察するには，業界の影響を
考察する必要があることを示唆している。MNE

におけるユニット間（組織内部及び外部の間での
分業の選択）の分業の産業分野による特徴につい
ては，Rezk et al .（2016）は，水平方向及び垂直
方向の分業（decoupling：デカップリング）の度合
いが産業の特徴により異なる能力配置を決定する
として，具体的な測定方法を提案しており，本論
文での利用も試みる。

Winter and Szulanski（2009）のルーチンの rep-

lication論に対し，岩尾（2016）は日本企業による
海外移転を，生産の品質管理における新たな状況
に対する対応能力としての DC（Dynamic Capa-

bility：ダイナミック・ケイパビリティ）の移転に
よる能力の再配置と整理し，国際自動車プロジェ
クト調査（IMVP）により分析を試みた。そこで
は DCの創始者である Teece（2014）の議論で
は，海外子会社に配置される能力は定型的な業務
の実行能力のみであり，DCを有しているのは配

置を動的に調整する本社のみと仮定されている
が，日本企業では，品質管理における継続的な能
力のような DCそのものが子会社に展開している
としている。国際自動車調査のデータを用いた分
析と個別企業のインタビューより，品質・コス
ト・生産リードタイム・フレキシビリティの点
で，日本企業の海外拠点は平均的には日本拠点に
劣るものの，日本拠点のレベルに近づいてきてい
る例も見受けられた。具体的にはリードタイムを
はじめとする能力指標を，国内工場，海外工場と
比較し，海外工場で DCがある程度移行できてい
るものを中心に分析した。そこでは，現場レベル
でのプロセスとしての「改善の手順がその現場で
は標準化され厳しくコントロールされている」こ
とが整理されている。標準改善手順については，
英語もしくは日本語で配布されるため，現場層で
の理解が進まないことが，能力の差の主要因と結
論している。一方，改善能力が高い特異点として
の一海外工場は，「経営の現地化」を標榜し，前社
長の日本語教育の素地を土台に，改善の考えが理
解され，かなりの DCの移転がされていた。この
ように岩尾（2016）は，旧来 DCは本社のみに存
在するとする考えに対し，その移転は非常に困難
を伴うが，日本企業では，従来の通説に反する事
例の可能性があることを主張している。さらに岩
尾は，DC移転が可能になるには日本的人事制度
が有効であるとしている。
多国籍企業の中で特に本社から海外子会社への
技術・能力移転に関するその他の議論として，
Park et al .（2015）は，334社の韓国企業の海外子
会社への能力移転を検討した。そこでも能力を明
示的なものと暗黙的なものに分けた時，暗黙的な
能力を移転できた例の方が，業績に良い影響を与
えることを結論づけた。この暗黙知が企業の能力
にとって重要とする見方は，トヨタウェイは暗黙
知を移転する機構であると捉えた塚田（2012）の
研究や，DCの移転を主張する岩尾（2016）にも近
い7）。欧米的な業務標準化に対する日本各社の幹
部の不安は，次号以降の第二報で述べるように従
業員の DCに対する阻害でもある。
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以上の論者の観点をまとめると，成功した業務
プロセス replicationは能力移行の手段として見
られ，統合と適応をバランスする flexible replica-

tionの可能性がある。一方，標準化は効率性を高
め水平方向の展開を促進する反面，暗黙知レベル
で習得される DCには必ずしも寄与しないという
相克する側面が予想される。

2．3 BPMに関する最近の論調
BPMに関する経営戦略的観点からの最近の文
献は少ないが，Fatemeh et al .（2016）は，BPM

志向と，組織特性や本社・子会社の関係などの
MNEの戦略の整合性について論じている。そこ
では統合については強い親和性があるが，適応に
ついては，抑制的であるケースも紹介されてい
る。
一つの会社内の文化しての BPMを論じたもの

と，情報システムとしての含意を論じるものも見
受けられる。Brocke and Sinnl（2011）はビジネ
スプロセスに関する研究論文をレビューしたメタ
研究において，BPM文化とも言えるプロセス思
考の考えが，組織文化，職場（Work group）の文
化，国の文化（いわゆる文化）と相互作用してい
るという見方を提供している。Armistead et al .

（1999）はすでにこの考えを整理し，BPMにはよ
り抽象的な戦略レベルと具体的なオペレーション
レベルがあり，全体的に機能させるためには，
BPM文化が重要としている。また Zaini（1997）
は，BPMアプローチが多くの企業で用いられて
いるが，実際の展開においては，ダルビッグ
（2012）の主張のような協力を主眼とする文化の
熟成が必要であり，そのための手段を提案してい
る8）。
仕事のあり方の変遷の観点からの関係では，AI

時代の仕事のあり方を論じたダベンポートとカー
ビー（2016）は，AIが自動的に学習を行うことに
より人間の仕事が代替される直近の例とし，標準
的なビジネスプロセスが BPMツールにより構造
化され，機械がプログラムされたルールに従って
作業の管理と改善を行ってきているとしている。

また人工知能の対象を拡張することで活躍してい
る Xチェンジング社を取り上げ「ロボティック・
プロセス・オートメーション（RPA）」の対象を選
ぶ際には，ビジネス・プロセスを基準に判断をす
ることであるとしている。小菅（2009）は BPM

を支援する管理会計を導入する観点からパナソ
ニックを事例として取り上げ，BPM手法が継続
的品質管理にとって有効な手法であると主張して
いる。

2．4 制度的統合
本論文の焦点は従業員の行動を制御するための
業務プロセスの標準化であるが，従業員の行動を
制御する試みは規範的統合（価値観・行動基準）
や人事制度の一部として現れることもある。

Perlmutter（1969）の類型化にも基づいた古沢
（2008）は，グローバル人的資源管理の観点から，
約 120社（日本企業 85社，欧米企業 32社）への
アンケートと，11社（トヨタ，パナソニック，東
レ，ソニー，キヤノン，コマツ，GE，IBM，HP，
3M，ジョンソン＆ジョンソン）に対するインタ
ビューを行い，グローバル人的資源管理が，規範
的統合と制度的統合の組み合わせで達成されると
している。アンケート調査では，海外子会社の
トップ人事に対する現地人材の登用，経営理念の
グローバルな統一性（5点法で，日本企業は 3.6，
欧米企業は 4.6）で大きな差がある。また規範的
統合性及び制度的統合性についても明らかな違い
があり，ここに根本的な日本企業の課題があると
している。古沢（2008）はさらに，第三国人材の
利用が進まないことが，優秀な非日本人人材に
とって，キャリアの可能性の低さという意味で一
般的に日本企業の根本的な弱点だとし（pp.150-

151），規範的統合に加え，（人事）制度的統合が鍵
であると主張し，日本企業の課題だとしている。
しかし一部の日本企業では，このような統合が行
われているとし，トヨタ自動車の場合は，サポー
トスタッフ階層では現地の人事慣行の状況に配慮
しつつも，グローバル幹部層については本社一括
管理として，「業績×コンピタンシー」による世
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界的統一の評価システム，子会社間の人材の移動
を促進する制度的統合を持つ。それに加え，トヨ
タウェイという規範的統合もされているとする。
人事におけるトランスナショナル運用に関する研
究（Dickmann et al ., 2009,など）は，統合・適応の
バランスについては，トレードオフを超え，メタ
構造としての共通性と具体的な展開における地域
適合のバランスを提示しており，Jonsson and

Foss（2011）が，IKEAでの詳細研究で結論付けた
「flexible replication」の概念と共通する。
業務プロセスの標準化や規範的統合は，MNE

の組織におけるあるべき行動を明示的に示す。一
方，行動を人間の対面コミュニケーションを通し
て統制することもできる。日本企業のグローバル
化の一般論として浅川（2003: p.249）は，日本企
業の基本形態を Bartlett and Ghoshal（1998）の類
型を用い，本社主導のコントロールの強い狭義の
グローバル型と捉え，日本人現地社長が本社との
調整役として機能すると整理している。第三国国
籍者の存在については，東レなど（福地, 2011）の
一部の例外はあるが，中国及び東南アジアにおけ
る日系子会社の日本人マネジャーのコンピタン
シーの調査では，異なる国の子会社間の異動が限
られており，国籍，特に本国や現地国籍にこだわ
らないタレント・マネジメントを進めている欧米
企業との違いがあり，その割合の少なさが日本企
業の特徴とされている（白木, 2014）。海外で活動
する日本企業約 300社を会員とする（社）日本在
外企業協会の 2014年の調査では（日外協,

2015），日本人海外赴任者比率（総海外従業員に対
する日本人の比率）は，海外事業の拡大を反映し
若干減少傾向にあるが，回答企業は，子会社の非
日本人社長とのコミュニケーション，社内での優
秀な外国人人材の育成，自社の企業理念の共有，
本社主導の経営のやりにくさなどを不足点として
認識しており，日本企業には依然大きな問題があ
ることが指摘されている（白木, 2015）。これらの
議論は，業務プロセスについて，形式知としての
定式化，標準化よりも，人的な仲介が多くの日本
企業においては支配的であることを予想させる。

組織特性を総合的に内外比較したものとして
は，日米の人事制度についての平野（2014: pp.31-

37）がある。平野は両国の組織特性を比較し，J

型（日本型）の日本は構成員の業務の実行に関す
る統制がより自律的に行われており，能力主義，
内部労働の利用，人事部集中の人事権で特徴付け
られる人事制度と双対的であるとした。それに対
して，A型（米国型）では，業務標準の中央主権的
な統制などによる業務統制と，職務主義，外部労
働市場の利用，ライン分権で特徴付けられるとし
た（青木, 1989）。日本企業の雇用の特徴について
の議論としては，欧米の職務主導（ジョブ）型の
雇用慣行に対し，日本的雇用環境を「メンバー
シップ」型とする議論（八代, 2015）も同様の議論
を展開している。本論文では，業務プロセスの内
外比較と組織の内外類型論との関係において平野
（2014）を発展させ整理を試みる9）。
トヨタウェイの営業展開について研究した塚田

（2012）も，トヨタウェイの哲学の三つの柱は，①
日本的マネジメントと呼ばれる特色を色濃く持っ
ている，②共存共栄の思想がベースにある，③
「徹底」した実践を行うであるとして，トヨタウェ
イの基本理念に日本的マネジメントがあると整理
しており，平野の対比論と通じるものがある。さ
らに塚田（2012）は，企業理念がトヨタのように
具体的に現場レベルまで徹底して展開されている
企業は稀であるとし，組織能力構築と広範囲な展
開には緻密なシステムとそこにおける実践が必要
であるが達成は非常に難しいとし，古沢（2008）
のトヨタについての評価と通じるものがある。

2．5 先行研究の論点の整理
本論文はグローバル組織全体での業務標準につ
き，組織特性との関係を検討するという視点に基
づいている。本論文の検討課題と比較される先行
研究における主要な主張は以下のようにまとめら
れる。これらの論点は次報告での具体的なインタ
ビュー調査の結果を総合的に整理する土台となる
ものである：

1）欧州企業においては BPMアプローチは
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支 配 的 で あ る（Pritchard and Armistead,

1999）。
2）構築されたルーチンの移転として replica-

tionがあり，それを通じ，統合が進められて
いる（Winter and Szulanski（2009））。IKEA

の例では，その性格は flexible replicationと
言える統合と適応のレベルにおける組み合
わせで行われている（Jonsson and Foss,

2011）。一方，Fatemeh et al .（2016）はケー
ス・スタディでは，BPM志向はMNEの統
合戦略と強い親和性があるが，適応につい
ては抑制的であるとされた。

3）海外展開における能力移転は，統合と適応
のスパイラルとして（椙山, 2009），また暗
黙知と形式知のスパイラルとして（塚田,

2012）進捗する。
4）日本企業のトランスナショナル過程は欧州
企業と異なり，DCの移転がされている（岩
尾, 2016）。

5）欧米企業と日本企業では規範的・制度的統
合度には違いがあり，世界企業への成長に
は日本企業のグローバル化には制度的統合
とともに規範的統合も必要であり，トヨタ
ウェイの徹底はその少ない成功例である
（古沢, 2008）。

6）欧米の職務中心の雇用慣行（ジョブ型）に対
し，日本のそれはメンバーシップ型であり
職務定義との関連が薄い（平野, 2014；八代,

2015）。
7）欧州企業の人事制度の運用の例では，flex-

ible replicationと同様に，制度運用は抽象レ
ベル（メタレベル）での統合と，実務レベル
での柔軟性が組み合わされ，著者たちによ
れば，トランスナショナル的に，統合と適合
がバランスされている（Dickmann et al .

（2009）など）。

●注
1）Bartlett and Ghoshal（1998）は企業の世界展開におけ
る主要な本社と子会社の関係という企業の国際的組織

戦略概念を，Integration（統合）と Responsiveness（適
応）に基づいた I-Rフレームワークの 2×2の 4分類で
整理した。Bartlett and Ghoshal（1998）のフレーム
ワークでは，本国中心に世界的に同一の考えを展開す
ること（強い Iと弱い R）はグローバルと呼ばれ，日本
企業の典型的な組織戦略とみなされた。一方，地域へ
の適応を重視する（弱い Iと強い R）組み合わせをマ
ルチナショナルと呼び，典型的な欧州企業のスタイル
とされた。組織能力のコアな部分のみを世界共通にし
本社に集中させ，周辺的な能力を各子会社に配置する
形態（弱い Iと弱い R）をインターナショナルと呼
び，世界的に分散している企業の能力を組み合わせ，
組織を世界的に一つのチームのように機能させる（強
い Iと強い R）ことをトランスナショナルと呼んだ。
例えば，国籍にかかわらず優秀な人材を全社的に活用
する発想でもある。昨今，海外展開を意味する「グ
ローバル展開」やそれに合わせた人材育成としての
「人材のグローバル化」のような使い方がされる「グ
ローバル」という言葉との混乱を避けるため，本研究
では，組織戦略上のグローバル（強い Integrationと弱
い Responsiveness）については，Bartlett and Ghoshal
（1998）の分類に沿って「狭義のグローバル」とする。

2）例えば，マッキンゼーのシンクタンクであるマッキン
ゼー・グローバル・インスティチュートによる多国籍
企業 17社の 300人を超える役員へのアンケートで
は，進出先の事業環境と顧客ニーズに対する理解の点
で，自社の方が現地競合企業よりも優れていると答え
た役員は 40％にすぎなかった。限定的な地域に事業
を集中させている適応力の強い現地企業より，グロー
バルな複雑さを避けたいと言うグローバル企業は，組
織の健康度を図る指数でスコアが低くなることを，マ
キンゼーは「グローバリゼーションに対する罠」
（ドッブス他, 2017: pp.198-199）と呼んでいるが，ここ
にも，統合・適応問題の難しさが表れている。

3）プロセスはある意味自然な概念であるが，近年デー
タ・サイエンスの一つとして，プロセスの記録（ログ）
からプロセスを分析（発見，監査など）する手法，プ
ロセス・マイニングを開拓し，欧州企業を中心に大き
な影響を与えているアイントフォーヘン工科大学（現
在はアーヘン工科大学）の van der Aalst（2016）は，プ
ロセス概念の発展についてはスミス（ネジ工場），テイ
ラーによる科学的工程管理，フォードの流れ作業が歴
史的に重要であったとしている。

4）GEなどで利用され日本にも紹介されたシックス・シ
グマは，着目する KPIや結果の定式化などについて
「カイゼン」と違いはあるものの，現場レベルでのア
プーチ法としては類似性が多い。

5）これは企業の戦略的次元の第三段階として分類された
国別に実施される活動を国際的にどの程度調整するか
の決定の段階に関わる。

6）非欧米企業の展開の例としては，近年成長の著しい中
国のファーウェイの例がある（田・呉, 2015）。創業社
長の任正非の強力な主導のもと，10年以上の歳月と巨
額のコンサルティング費用をかけて業務プロセス思考
を導入した理由として，欧米企業と同レベルの経営を
行うことと，業務の属人化を防ぐことがあった。

専修マネジメント・ジャーナル Vol.１０ No.２

8 ビジネスプロセスのグローバル標準化と組織特性の整合性（1）



7）一方，Chen and Kamal（2016）は情報技術のグローバ
ル企業の経営への影響を調べ，業務プロセスのコード
化の度合いが，情報技術の利用程度を大きく作用する
としており，暗黙知・形式知の観点については，相反
する立場とも言える。

8）中川ら（2017）は文化を国別文化と組織文化に分け，
トヨタウェイは企業固有の組織文化として捉えられて
いる。

9）石田と樋口（2009）の日米対比研究では，日米両者の
制度的特徴が収斂していることも示唆している。
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